
【背景・目的】

地理空間情報の提供・流通に関する
ガイドラインの作成

◆平成19年５月30日「地理空間情報活用推進基本法（平成19年法律第63号）」公布 (８月29日施行)
◆平成20年４月15日に閣議決定された地理空間情報活用推進基本計画において、 「個人情報の保護

等の地理空間情報の活用に当たって配慮すべき事項」の項目を設け、「個人情報の保護」、「データの
二次利用」及び「国の安全に及ぼす影響」の取扱いに関するガイドライン等を策定と記載
◆地理空間情報の利用推進の観点から、地理空間情報を円滑に提供・流通させるためのルールを明
確にする必要

（概算要求額 ６０百万円）
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【施策の概要】

【効 果】

◆地理空間情報における地図や空中写真等について、個人情報保護法制の遵守に十分に配慮した
個人情報の保護やデータの二次利用などの知的財産権等の取扱いに関するガイドライン作成のため
の調査・検討及び国民生活・国の繁栄に不可欠な国の安全についての枠組みに関する調査・検討を
行う

◆地理空間情報の提供・流通が促進され、地理空間情報を活用してより使いやすい情報の加工や、
他の情報を付加した地理空間情報の二次利用が促進される

個人情報の取扱いに関
するガイドライン
・保護措置が必要な情報かどうかの判断
指針
・法令等で閲覧が認められている情報の
提供の在り方
・個人情報保護のための加工措置や提供
制限措置
・有益な情報の提供を促進するための適
切な情報管理手法

知的財産権等の取扱いに
関するガイドライン
・元データの知的財産権等の
処理や業務受注者との契約関
係等

・二次利用の許諾や制限、
データ利用約款等

地理空間情報の活用推進と
バランスを取りつつ、国の安
全の観点から配慮すべき事
項について適切な枠組み

個人情報の保護

地理空間情報には、個人情報を含むも
のもあるため、個人情報保護法制の遵
守に十分な配慮が必要

個人情報を含んでいるケース

知的財産権等の取扱い

データの二次利用の許諾の考え方等の知
的財産権の具体の処理の方法を明確にし
ておくことが必要

著作権等の知的財産権の対象と
なっているケース

国の安全に及ぼす影響

国の安全は、国民生活・国の発展と繁
栄に不可欠であり、地理空間情報の流
通の拡大により害されてはならない

その公開が国の安全に影響を及
ぼすおそれがあるケース

地理空間情報の提供・流通が促進され、地理空間情報を活用してより使いやすい情報の加工や、
他の情報を付加した地理空間情報の二次利用が促進される

地理空間情報の提供・流通

効
果


